
（別紙３）

～ 2026年 2月28日

（対象者数） 44 （回答者数） 33

～ 2026年2月14日

（対象者数） 8 （回答者数）
7

○ 分析結果

さらに充実を図るための取組等

1

利用している子供や保護者へのアンケートを検討する。ま

た、子供だけでなくご家族を巻き込むようなイベントもさら

に増やす。慣習にとらわれず、内容や場所、実施方法など新

しい知見を大事にして検討していく。そのための研修やOJT

を積極的に実施していきたい。

2

既存の知識や経験だけに頼ることなく、社内及び外部研修や

OJTを通して常に学び続けられるような体制を整えていく。

またそこで得た知識をもとに、療育や相談支援へと活かして

いく。

3

既存のスタッフだけに頼らず、他スタジオや外部の人材から

も療育のアドバイスを受けるようにし、より視野を広く、支

援の質を深くした療育展開をしていきたい。

4

双方の団体がコラボレーションできるようなイベントの企画

や、研修会などを開催し、さらに関係や繋がりを強化するよ

う努めていく。

改善に向けて必要な取組や工夫が必要な点等

1

お知らせや通信は作成に時間を要するため、それだけに頼ら

ず、メールと写真(個人情報に配慮する)などを活用してでき

るだけ多く、情報発信を行えないか検討する。引き続き、保

護者と対話できるタイミングでは写真を見せるなど情報発信

に努める。

スタッフの情報共有については、システムやノートなどを活

用し、できるだけ平等に情報が行き渡るよう努力する。

2

意見交換の仕方や、ミーティングの在り方を改善することに

努める。特に意見を出し合う際には紙に書くなど事前に意見

を出しやすいようにする。それ以外にもポストイット、ブ

レーンストーミングなど様々な手法を用いて、誰もが意見を

出しやすい組織づくりを整える。

療育のバリエーションが豊富。

毎月、毎週、曜日ごとにプログラムを考案している。特に平日

は曜日ごとに特色あるプログラムを設定し、計画している。ま

た、土曜日・日曜日・祝日も様々なイベントを企画し、子供主

体で幅広い療育支援を行っている。
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事業所の強み（※）だと思われること

※より強化・充実を図ることが期待されること
工夫していることや意識的に行っている取組等

スタッフの経験値が高く、相談支援に強い。

特に保護者の方がお困りの内容ごとに、ふさわしいスタッフが

対応できるようにしている。発達や子育ての悩み、学校園での

悩み、子育てでの悩みなどに対して有資格者や経験豊富なス

タッフが対応することができる。

事業所の弱み（※）だと思われること

※事業所の課題や改善が必要だと思われること
事業所として考えている課題の要因等

スタッフの経験値や知識レベルが高く、資質の高い療育の展開

ができる。

様々な資格や経験をもったスタッフが在籍しているため、それ

らを活かした療育を企画・提供することができている。

地域や他の団体との連携がとれる。

スタッフがもつ人脈を活かして、様々な療育プログラムを展開

している。また、それらの繋がりを継続することもできてい

る。

情報発信力が弱い。

保護者アンケートにもあるように、事業所で取り組んでいる内

容が伝わらず「わからない」という回答が多い。情報発信には

お知らせや通信を用いているが、業務過多になり通信は途絶え

ている状態。そのため、現状情報発信においてはフィードバッ

ク時のみとなっている。また、従業者アンケートより、全ての

勤務形態のスタッフに平等に情報が行き渡っていないことがあ

る。

経験年数に関わらず、すべての職員の多様な意見が活かされる

組織づくりの推進が必要。

新旧スタッフ間で、意見交換ができてはいるがその意見に偏り

が発生することがある。

事業所における自己評価総括表公表



3

業務的に可能な範囲から、連携をとれるように努力してい

く。現状は老人ホームとの連携がとれるようになっている。

少しずつではあるが、そのような関りから障害福祉サービス

に対する理解を広めていく。保護者からの依頼による関係機

関連携において、公的施設から協力が得られない場合におい

ては適切な方法で、理解を求めるよう促す。

スタッフへの取り組みや専門的知識の共有については、研修

やOJT、職員通信などを通して周知及び理解できるよう努め

ていく。

4

事業所内での研修やOJTについては体制を整えることを前提

で、隙間時間などを有効活用して実施できるよう努力する。

また、オンラインの動画研修システムを導入し、活用するこ

とで、時間のやりくり等工夫することで、受講頻度を高めて

いく。外部研修については、他事業所との連携を1度実施する

ことができた。ただし、課題はまだあるため今後も受講しや

すい研修のあり方など改善を行政に求めたい。

5

現状できることとしては、バリアフリーについての補助具な

どを購入できないか社内で検討していく。建物自体について

も、社内で検討していく上で、可能な範囲で改善を行ってい

けるよう努力する。

バリアフリーでない。

建物自体が以前まで障害福祉を受け持つ施設として運営してい

なかったために、バリアフリー化が進んでいないものとなって

いる。

地域連携がとれていない／とることができない。

地域（自治会、学校、学童、園など）との連携が滞りなく実施

できるだけの仕組みが構築できていない。そのため地域施設や

関係機関の情報収集や、自施設の取り組みになどついて情報発

信することができていない。

また障害福祉サービスの理解がまだ浸透していないことが大き

く、地域関係機関との連携ができないことがある。

(前年度と比べて)研修及びOJTが少ない／実施できていない。

障害福祉サービスにおける業務過多だけでなく、人員配置や人

材不足が大きく関わっていると考えられる。また、事業所の

サービス向上に向けた取り組みと、職員の心理的・身体的安全

性の確保において、バランスをとることの難しさがある。行政

などによる外部研修の案内があっても、人員配置や時間帯にお

いて参加が困難なことが多い。


